
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I . 総括研究報告
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公的医療の立場及び社会の立場からのワクチンの費用対効果の評価研究 

総括研究報告書 

 

研究代表者 池田 俊也  国際医療福祉大学医学部医学科 教授 
 

研究要旨 

目的：今後国内でコロナワクチンの費用対効果や財政インパクトを推計する際の基礎となるデー

タを整理することを目指した。また、社会の立場によるワクチンの費用効果分析に関する先行研

究をシステマティックに収集し、分析内容を整理し、標準化の必要性と課題について検討を行う

とともに、近年の COVID-19 に対するワクチンの医療経済評価を事例として、費用の捕捉範囲と推

定方法に関する調査を行った。 

方法：i)新型コロナウイルス感染症の疾病費用推計 ii)新型コロナウイルス感染症の病態推移 

(重症化を含む）iii) コロナワクチンの有効性と、潜在的費用削減効果 について国内のデータを

構築するとともに、iv) 接種意思に影響しうる因子の行動経済学的評価も行った。また、「9価ヒ

トパピローマウイルス（HPV）ワクチン」「百日せきワクチン」「おたふくかぜワクチン」「ポリ

オワクチン」「ロタウィルスワクチン」に係る費用対効果の文献を検索し、先行研究の費用対効

果分析の内容を把握した。さらに、COVID-19 ワクチンの医療経済評価の事例を収集し、レビュー

した。 

結果：新型コロナウイルス感染症の疾病費用を、医療費と生産性損失で評価した場合、医療費に

比して生産性損失が大きかった。また接種意思にワクチンの有効性・安全性・効果持続期間・感

染症への恐怖度合いは有意に影響したが、感染者数の影響は見られなかった。国内の感染推移デ

ータとワクチン効果のデータについて、状態推移確率と時期別オッズ比のデータが整備された。

文献レビューでは、罹患費用には「家族」のみの「欠勤」によって生じる収入減少の生産性損失

を含める場合が多い傾向にあった。障害を生じた場合の生産性損失や死亡による生産性損失を含

めているものもあった。COVID-19 ワクチンの医療経済評価の分析事例 12 件については、ワクチン

接種費用と COVID-19 罹患時の医療費を設定することが多いが、その設定法や粒度には研究間で大

きなばらつきが認められた。 

考察：コロナワクチンの費用対効果・財政影響などを今後推計する際に必要な、国内のエビデン

スが整備された。また、今回のレビューをもとに具体的に必要となるデータや方法を整理し、日

本において社会の立場からの分析を行う際の実践的なマニュアルを確立する必要があると考えら

れた。 

 

 
研究分担者 

小林美亜（千葉大学医学部附属病院特任教授） 

五十嵐中（横浜市立大学医学群准教授） 

白岩健（国立保健医療科学院上席主任研究官） 

森脇健介（立命館大学准教授） 

A. 研究目的 

我が国においては厚生労働省により平成 26

年 3 月に示された予防接種基本計画では、国

は、予防接種施策の推進の科学的根拠とし

て、ワクチンの有効性、安全性及び費用対効

果に関するデータについて可能な限り収集を

行い、客観的で信頼性の高い最新の科学的知
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見に基づき、厚生科学審議会予防接種・ワク

チン分科会及び同分科会に設置された三つの

部会の意見を聴いた上で、予防接種施策に関

する評価及び検討を行うこととされている。 

今年度は、今後国内でコロナワクチンの費

用対効果や財政インパクトを推計する際の基

礎となるデータを整理することを目指した。

具体的には、分析に不可欠となる i)新型コ

ロナウイルス感染症の疾病費用推計 ii)新型

コロナウイルス感染症の病態推移 (重症化を

含む）iii) コロナワクチンの有効性と、潜

在的費用削減効果 について国内のデータを

構築するとともに、iv) 接種意思に影響しう

る因子の行動経済学的評価も行った。さら

に、既存のデータで補完できない部分につい

て、継続的にデータを取得出来る環境の整備

をあわせて実施した。 

また、ワクチンの医療経済評価で考慮すべ

き費用の考え方については、一定の整理がな

されているものの、実際の研究事例での活用

状況については必ずしも明らかではない。こ

のため、「9価ヒトパピローマウイルス

（HPV）ワクチン」「百日せきワクチン」

「おたふくかぜワクチン」「ポリオワクチ

ン」「ロタウィルスワクチン」に係る費用対

効果の文献を検索し、先行研究の費用対効果

分析の内容を把握した。さらに、近年の

COVID-19 に対するワクチンの医療経済評価を

事例として、費用の捕捉範囲と推定方法に関

する調査を行うこととした。 

 

B. 研究方法 

i) 新型コロナウイルス感染症の疾病費用推

計 

(医療費の推計) 

 商用レセプトデータベースを用いて、新型

コロナウイルス感染症の医療費を入院・外来

別、さらに重症度別に推計した。データソー

スとしては、組合健保の加入者 (約 500 万

人)を対象とする日本システム技術株式会社 

(JAST) のデータベースを主として使用し

た。また、本人と濃厚接触者について、生産

性損失の推計を行った。他のワクチンの評価

の際にとられた手法と同様に、全年齢の平均

賃金を用い、本人では療養期間の 10日間・

濃厚接触者では自宅待機期間の 14日間を組

み込んだ。上記の手法で求めた入院・外来一

人あたりの医療費を月ごとの全国感染者数の

データに外挿し、総医療費と総生産性損失と

を求めた。 

ii) 新型コロナウイルス感染症の病態推移推

計 

 2020年 1月 20日から 11月 15日までに大

阪府で登録された症例を使用し、各症例の重

症度の変化、変化までの時間経過の情報を使

用することにより、新型コロナウイルス感染

症の重症度の自然経過の記述および重症度の

遷移確率を推定した。大阪府から許可を得て

提供を受けた第一波における患者データ

14,686 人のうち、死亡・退院・療養解除まで

追跡が可能だった 12,837 人のデータを用い

た。 

 

iii) コロナワクチンの有効性推計と潜在的

削減費用推計 

 長崎大学を中心に構築された、多施設共同

研究(Vaccine Effectiveness Re-al-Time 
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Surveillance for SARS-CoV-2 (VERSUS) 

Study) のデータを用いた。 

 検査結果（陽性・陰性）に接種歴を含む

種々の要因が与える影響を、混合効果ロジス

ティック回帰モデルを構築して調整オッズ比

と 95%信頼区間を算出して評価した。ワクチ

ンの有効性は、(1-調整オッズ比)×100%で算

出した。回帰モデルには、検査結果（陽性・

陰性）を被説明変数、新型コロナワクチン接

種歴、年齢、性別、基礎疾患の有無、カレン

ダー週、新型コロナウイルス感染症患者との

接触の有無を固定効果 （fixed effect）、

受診医療機関を変量効果 (random effect)の

説明変数として組み込み、ワクチン効果を算

出している。 

 ワクチン効果の数値をもとに「ワクチンに

よって回避され得た潜在的な医療費・生産性

損失の推計」も実施した。i)で算出した医療

費・生産性損失の金額にワクチン効果を当て

はめ、「ワクチン接種によって発症が減少し

た場合に、回避可能な金額」を算出した。 

 

iv) 接種意思に影響しうる因子の行動経済学

的評価 

接種意思（接種を受けたいと思うか否か）

に種々の要因が与える影響を明らかにするた

めに、一般人を対象にした Web調査をもとに

コンジョイント分析を実施した。ワクチン接

種に影響しうる因子としてワクチンの有効

性・安全性・効果持続期間・自己負担額・感

染者数および死者数を設定し、直交計画法で

求めた 25パターンについて、ランダムに抽

出した 2パターンについて接種意思を問う形

で調査を行った。2,155 人に対して、12 組の

質問を実施した。パネルロジットモデルを用

いて、接種意思への各要素の影響を求めると

ともに、感染症への恐怖などの背景要因が回

答に与える影響を評価した。 

 

（倫理面への配慮） 

いずれも公表資料等に基づく研究であり、

倫理面での問題はない。 

 

C. 研究結果 

i) 新型コロナウイルス感染症の疾病費用推

計 

2022年 1月までのデータで、入院が 7,511

件・外来が 45,172 件、合計で 52,683 件が抽

出された。入院割合はデルタ株 (2021 年 7-8

月)以前は 15-20%付近を推移していたが、デ

ルタ以降は減少し、5%程度となっている。入

院の平均医療費は、2021 年 9月のデルタ株ま

でのデータでは 1件あたり 80 万-100 万円、

外来の平均医療費は 3 万円-8 万円程度で、デ

ルタ株以降やや減少傾向にある (2 万円-3 万

円)。陽性者に占める入院の割合と、入院 1

件あたりの医療費の双方が、40-59歳と 60歳

以上では高くなる傾向にあった。入院患者に

対する重症化割合は 20-25%程度で推移してい

るが、全体に対する割合は若干低下傾向 (2-

4%)にある。 

 10-59歳の総患者数データに、月別の入

院・外来医療費と、本人 10日間・濃厚接触

者(2名)14日間の生産性損失 (1 日あたり、

賃金センサスの平均時給 2,320円*8時間

=18,560円)を推計した。このデータは 10-59

歳のデータに限定しており、よりリスクの高

い高齢者の数値が含まれていない分、過少推
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計になることには注意が必要である。2021 年

以降、感染爆発 (2021 年 1月・8 月)の際に

は入院・外来比が外来（実質的には自宅療

養）に偏り、相対的に医療費が定額になった

ことなどから、月あたり生産性損失の総額は

医療費の 4倍〜5倍程度の数値となってい

る。 

 

ii) 新型コロナウイルス感染症の病態推移

推計 

59歳以下が 10,278 人 (80.1%)、男性は

7,100 人 (55.3%)であり、3,751人 (29.2%)

に COVID-19 患者との濃厚接触があった。観

察期間（四分位範囲）は 12日（11-17日）、

入院期間（四分位範囲）は 12日（9-19 日）

であった。観察期間中でもっとも症状が重く

なったポイント (以下、期間中の重症度）で

分類すると、225 人 (1.8%)が死亡し、213 人 

(1.7%)が重症、492 人 (3.8%)が中等症、

11,158 人 (86.9%)が軽症であった。562 人 

(4.4%)が経過観察期間を通して無症状であっ

た。死亡・重症・中等症例は、軽症・無症状

症例と比較して、年齢が高く、男性が多く、

新型コロナウイルス感染症患者との接触歴を

認めていない症例が多かった（p<0.001）。 

 初期状態と期間中の重症度の関係を表 2-2

に示す。診断時軽症であった症例(11,566 人)

のうち、10,834 人(93.7%)が軽症のまま経過

したが、292 人(2.5%)は重症・死亡例へと移

行した。また、診断時無症状であった症例

(681人)のうち、665 人(97.6%)は軽症・無症

状で経過したが、4 人(0.5%)は重症・死亡例

へと移行した。60歳未満に限定すると、診断

時軽症であった症例（9,403 人）のうち、重

症・死亡へと移行した症例は 56 人(0.6%)、

診断時無症状であった症例（523 人）のうち

重症・死亡へと移行した症例はなかった。一

方、60歳以上に限定すると、診断時軽症であ

った症例(2,163 人)のうち、1,631人(75.4%)

が軽症のまま経過したが、236 人(10.9%)は重

症・死亡例へと移行した。また、診断時無症

状であった症例(158 人)のうち、143 人

(90.5%)は軽症・無症状で経過したが、4 人

(2.5%)は重症・死亡例へと移行した。 

 個々人の重症度推移と、その所要時間デー

タとを用いて、全体・60歳以上 (N=2,426)・

60歳未満 (N=9,962)の三群について推移確率

を求め、重症度分布を検討した。重症化・死

亡ともに、60歳以上と 60歳未満で大きな差

があった。1日あたりの推移確率でみると、

重症者の死亡確率は前者が 1.47%・後者が

0.42%。中等症者の死亡確率は前者が 0.89%・

後者が 0.16%であった。また軽症者が「中等

症以上 (死亡含む）」に移行する確率は、前

者が 1.59%、後者は 0.17%であった。 

  

iii) コロナワクチンの有効性推計と潜在的

削減費用推計 

 VERSUS studyは全国 13か所の医療機関に

おいて、2021 年 7 月より継続して実施されて

いる。ここでは、2021 年 7 月 1 日から 9月

30日までの登録症例についてのワクチンの有

効性(デルタ株)と、2022年 1月 1 日から 2 月

28日まで の登録症例についてのワクチンの

有効性 (オミクロン株)を記述する。期間内

に新型コロナウイルス感染症が疑われる症状

があり、検査を受けた症例のうち、組み入れ

基準を満たした症例 (デルタ株時期で 1,936
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名・オミクロン株時期で 2,000名)が解析対

象となった。 

ワクチンの発症予防における有効性を(1-オ

ッズ比)で算出した場合、16歳から 64歳の患

者においてファイザー社製・モデルナ社製い

ずれかのワクチンについて、1回のみ接種完

了 （１回目接種後 14日以上経過）では

54.3% （95%CI：8.4～77.2%）、2 回接種完了 

（2 回目接種後 14日以上経過）では 88.7% 

（95%CI：78.8～93.9%）であった。ワクチン

接種後の経過時間でわけた解析では、ファイ

ザー社製・モデルナ社製いずれかのワクチン

についての 2 回接種完了群において、2 回接

種完了 （2 回目接種後 14日経過）後 1～3か

月では 91.8% (95%CI：80.3～96.6%)、2 回接

種完了後 4～6か月では 86.4% (95%CI：56.9

～95.7%)であった。ファイザー社製に限定す

ると 1回のみ接種完了 （１回目接種後 14日

以上経過）では 67.5% （95%CI：-4.6～

89.9%）、2 回接種完了 (2 回目接種後 14日

以上経過）では 86.7% （95%CI：73.5～

93.3%）であり、モデルナ社製に限定すると 1

回のみ接種完了 （１回目接種後 14日以上経

過）では 80.8% （95%CI：28.5～94.9%）、2

回接種完了 (2 回目接種後 14日以上経過）で

は 96.6% （95%CI：72.8～99.6%）であった。

同様に 65歳以上の患者では、ファイザー社

製・モデルナ社製いずれかのワクチンについ

て、2 回接種完了 （2 回目接種後 14日以上

経過）では 90.3% （95%CI：73.6～96.4%）で

あり、ファイザー社製に限定すると 2 回接種

完了 (2 回目接種後 14日以上経過）では

85.8% （95%CI：59.4～95.0%）であった。 

 暫定的な解析として、2 回接種完了者につ

いてプールしたデータ (ファイザー・モデル

ナ）と各社ごとのデータの点推定値と上下の

信頼限界の数値を用いて、i)で求めた医療費

および生産性損失のうち、潜在的にワクチン

によって回避され得た金額の推計を実施し

た。発症予防効果を総損失に乗じて、各時点

での接種率で補正をして算出した。なお、現

時点で VERSUS Studyで明らかになっている

発症予防効果に限定され、入院予防・重症化

予防効果については「発症減少」の数値を援

用した（すなわち、発症者が 70%減少すれ

ば、入院者や重症者も同じ割合で 70%減少す

ると仮定した）点は研究の限界となる。 

 

iv) 接種意思に影響しうる因子の行動経済学

的評価 

Model1,2ともに、有効性 (+1.581)と効果持

続期間(+0.972)は接種意思にプラスの影響

が、有害事象の増加 (-0.969)は接種意思に

マイナスの影響があった。また所得の低下

や、感染症に対する恐怖の有無も、接種意思

に有意に影響していた。 

自己負担がゼロで、「非常に怖い」と回答

した人のケースでも、接種意思は 73.5%であ

った (全体では 69.2%)。同じ自己負担ゼロの

ケースで「全く怖くない」と回答した人の接

種意思は 15.5%にとどまり、単に有効性や安

全性の情報提供のみでの接種率向上には限界

があることが示唆された。 

 

v) 社会の立場によるワクチンの費用効果分

析に関する先行研究のレビュー 

6



 

社会の立場によるワクチンの費用効果分析

に関する先行研究のレビューでは、罹患費用

には「家族」のみの「欠勤」によって生じる

収入減少の生産性損失を含める場合が多い傾

向にあった。障害を生じた場合の生産性損失

や死亡による生産性損失を含めているものも

あったが、これらは少ない傾向にあった。 

 

vi) COVID-19 の費用効果分析に関する文献レ

ビュー 

COVID-19 の文献レビューについては、文献

検索により、候補論文 88 件を抽出し、アブ

ストラクトのスクリーニングを経て、12 件の

COVID-19 ワクチンの医療経済評価の原著論文

を特定した。ワクチン接種費用と COVID-19

罹患時の医療費を設定することが多いが、そ

の設定法や粒度には研究間で大きなばらつき

が認められた。また WHO のガイドラインが推

奨する費用設定の方法に準拠する研究は現時

点では限定的であった。さらに、分析の立場

が明示されない研究やされていても捕捉費用

の範囲と合致しない等の方法上の課題が認め

られた。 

D. 考察 

 新型コロナウイルス感染症およびコロナワ

クチンに関し、今後多面的な視点からの費用

対効果評価・財政影響評価・価値評価を行う

際の基礎となるデータの構築を行った。 i)

新型コロナウイルス感染症の疾病費用推計 

ii)新型コロナウイルス感染症の病態推移 

(重症化を含む）iii) コロナワクチンの有効

性と潜在的費用削減効果 iv) 接種意思に影

響しうる因子の行動経済学的評価の 4点につ

いて、データが整備された。 

 新型コロナウイルス感染症は他の感染症に

比して、医療費以外の影響が大きく、この部

分を欠いた分析は政策決定に資するとはいえ

ない。実際 i)や iii)の分析では、暫定値で

はあるものの生産性損失の金額が医療費を大

きく上回った。通常のワクチンの分析では、

罹患率の低さなどに起因して、生産性損失な

どの影響が小さくなるケースも多い。今回の

分析では、累計推計値において入院医療費が

1,514.7億円、外来医療費が 451.0億円、生

産性損失が 9,609.3億円となった。比較的長

めの自宅待機期間が定められていることが一

因であり、オミクロン以降（感染者が急増

し、待機期間が短縮された）のデータを用い

た分析が強く望まれるところである。あわせ

て、Applebyが指摘するような「医療費・生

産性損失を超えた枠組みの社会経済活動への

影響」のような因子は考慮されていないこ

と、よりリスクの高い高齢者についての費用

推計がなされていないことにも留意すべきで

ある。一方で、ワクチン接種そのものや副反

応にともなう生産性損失も、組み込む必要が

ある要因である。本来の意味での「費用推

計」は、費用増加部分 (インフラ整備部分や

接種費用部分も含む)・費用削減部分（高齢

者のコストや、社会経済活動そのものへの影

響）も含めて総合的に判断するべきものであ

り、値の解釈は慎重におこなう必要がある。 

 もともと生産性損失の推計については、組

み入れるべき賃金の金額（全平均か年齢階級

別か）・就業率の考慮の有無・組み入れ上限

年齢の設定など、さまざまな論点が存在す

る。全体に対する影響が軽微であれば、手法

の影響は限定的になるが、今回の推計のよう
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に医療費よりも大きな割合を占める（自宅療

養患者が増加すれば、占める割合はさらに増

大する）状況では、テレワークでの就業可能

性や濃厚接触者の人数について、シナリオ分

析も含めた推計が必要になると考える。米国

に比して医療費が安い反面、長めの行動制限

期間が設定されている日本では、相対的に生

産性損失の占める割合が高くなる。それゆ

え、単に海外の研究の手法をそのまま敷衍す

るのではなく、日本でのインパクト評価とし

てどのような要素を組み込むかを、広汎な視

点で検討する必要がある。付表に、現時点で

のコロナワクチンの費用対効果評価研究と、

関連する論文の概要をまとめた。Elvidgeら

のワークショップ報告 10)が示唆するよう

に、パンデミック期においてはいわゆる HTA

機関の果たすべき機能は限定的である。研究

の背景でも触れた通り、米国 ACIP も各社の

ワクチンの推奨 (recommendation)の可否を

判断する際に、「費用対効果のデータはパン

デミック期には意思決定の主要因 (primary 

driver)にはならないこと」に触れつつ、

「一定の有効性が見込まれるワクチンであれ

ばすべて推奨し」、パンデミック禍での選択

肢をできる限り確保することを提言してい

る。もっとも、不確実性が大きい費用対効果

や資源消費に関するデータについて、実世界

のデータを蓄積することの重要性は、ACIP も

同じ文章で述べている点である。エンデミッ

クに移行する（あるいは、移行が見込まれ

る）段階においてエビデンスを整理しつつ、

大きな不確実性が存在する中で意思決定に資

するデータを提供していく必要がある。 

 感染初期 (2020年) とデルタ株蔓延期 

(2021 年 7-9月)、さらにオミクロン株蔓延期 

(2022年以降)とで、病態は大きく変化してお

り、またワクチンの有効性も変化している。

iii)のデータ元である VERSUS studyのオミ

クロン株蔓延期での解析では 9)、ワクチンの

有効性が相対的に（時間経過と株の変化の双

方の影響で）低下していること、ブースター

接種の実施で一定程度有効性が回復している

ことが報告されている (ワクチンの有効性は

2 回接種で 42.8%・3 回接種で 68.7%)。i)の

レセプトデータからの解析でも、入院割合や

外来医療費などが、デルタ以降徐々に低下し

ていることが伺える。今後の政策決定に際し

ては、可能な限り最新のデータ（あるいは、

その時点で「直近」の感染拡大時のデータ）

を用いることが肝要であり、i)〜iii)すべて

のデータソースについて、経時的な更新の必

要性はきわめて高い。代表性を確保するた

め、i)については今後国保・後期高齢者のデ

ータベースを用いた補完的検証を、iii)につ

いても参加施設を拡大した上での国内での入

院予防効果・重症化予防効果の検証を進める

予定である。 

 いわゆる Long-COVID の影響や、患者本人

でなく濃厚接触者に対する情報、さらには前

向き研究をベースにしたワクチン効果の推計

など、今回の研究ではカバーできなかった部

分についても、異なるデータソースを基にし

た推計を計画中である。前者 2点について

は、健保・国保加入者向けに配布しているス

マホアプリを用いて、感染や発症の有無・濃

厚接触判定の有無・後遺症の有無などを取得

予定である。2 万人〜3 万人からの回答と、
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レセプトデータを紐付けることで、医療機関

の受診に至った症状と自覚症状のみのケース

の双方を捕捉できる。後者についても、地方

自治体レベルで予防接種歴とレセプトデータ

をリンクさせることで、接種歴・医療アクセ

ス歴双方で信頼性を担保した分析を計画して

いる。 

 ワクチンの費用対効果の検討においては、

治療やワクチンを受けるための患者本人の時

間費用、家族の「欠勤」による時間費用が罹

患費用として計上されていた。それ以外に

は、年齢を考慮した女性の平均的な労働賃金

を基準に、時間費用の算出が行われていた。

これは、親などの看護者が無償労働を行うこ

とにより、市場に労働を提供することを見合

わせたことによって失った賃金（逸失利益）

で評価する機会費用法となっていた。機会費

用法では、誰が無償労働を行ったかによって

費用が変わる問題が指摘されていることか

ら、労働局の統計データの「性別」「年代

別」の中央値が使用されていた。しかし、こ

れらの機械費用法では、専業主婦や無職の者

も、労働者と同じ方法で罹患費用が計上され

ていることから、過大推計となっていること

に留意する必要がある。一方、両親二人が付

き添う場合や必ずしも付き添いが女性とは限

らない場合もあり、これらが考慮されていな

いことにより、過小推計となる可能性もあ

る。 

このように、ワクチンの副反応の程度や重症

度に応じて、①対象者をどこまで含めるか

（本人と家族、本人のみ、家族）、②どの範

囲（入院や外来治療に伴う付き添い、在宅療

養や障害発生に伴う介護）まで計上するのか

により、罹患費用は影響を受けることとな

る。我が国においても、可能な限り、ワクチ

ン接種に伴う実態（接種に即した罹患費用を

把握し、標準化を図ることが重要である。 

 近年、公表された COVID-19 ワクチンの医

療経済評価のレビューを行ったところ、すべ

ての研究でワクチン接種にかかる費用と

COVID-19 に罹患した場合の医療費が考慮され

ていた。しかしながら、パラメータ設定の方

法や粒度には研究間の差が認められた。ワク

チン接種にかかる費用においては、ワクチン

の購入価格に限定した事例、接種にかかる医

療費等を含めた事例、詳細不明の事例に大別

された。Peasonらのパキスタンの事例では、

WHO のガイダンスの推奨に準拠して、接種に

関連する費用を詳細に設定していた。

Sandmannらのイギリスの事例では、ワクチン

の冷蔵保管にかかる費用に加えて、他の事例

では考慮されていないワクチン開発助成金を

含めた分析を実施していた。 

 COVID-19 罹患時の医療費は、一般病床と

ICUを分けて設定する研究が多かったが、パ

ラメータ設定においては、入院 1件あたりと

入院 1 日あたりの方法に大別された。多くが

自国の診療報酬体系に基づく単価設定や文献

推定値が用いられていた。 

 生産性損失は自国の平均賃金を用いた人的

資本法による設定が多く、一部の事例では摩

擦費用法による設定が利用されていた。 

なお、分析の立場を明示している研究は 12

件中 7件であったが、必ずしも分析の立場と

費用の捕捉範囲が合致しない事例も見受けら

れた。 
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COVID-19 ワクチンの経済評価に限定した場

合、WHO の標準的な手法を参考に費用設定を

行っている研究は限定的であり、ガイドライ

ンが参照されていないことや必要となる自国

データの利用可能性に制約があることなどが

考えられた。 

 本研究では、日本の分析事例は確認できな

かったが、今後、日本において社会の立場か

らの分析を行う際の課題の整理を行ない、標

準的な手法を確立する必要があると考えられ

た。 

 

E. 結論 

今後国内でコロナワクチンの費用対効果や

財政インパクトを推計する際の基礎となるデ

ータを整理することを目指した。デルタ株蔓

延以降の外来（自宅療養）患者の増加によ

り、医療費に比して生産性損失が占める割合

はさらに増加した。また接種意思にワクチン

の有効性・安全性・効果持続期間・感染症へ

の恐怖度合いは有意に影響したが、感染者数

の影響は見られなかった。国内の感染推移デ

ータとワクチン効果のデータについて、状態

推移確率と時期別オッズ比のデータが整備さ

れた。感染状況の変化が数値そのものに大き

く影響するため、より広汎な価値評価も含め

た、さらなる経時的な捕捉が必要である。 

次に、社会の立場によるワクチンの費用効

果分析に関する先行研究に関して、システマ

ティックレビューを行った。その結果、罹患

費用には「家族」のみの「欠勤」によって生

じる収入減少の生産性損失を含める場合が多

い傾向にあった。障害を生じた場合の生産性

損失や死亡による生産性損失を含めているも

のもあったが、少ない傾向にあった。今後、

日本の実態に即した社会の立場からの分析を

行うためのデータを収集し、標準的な手法の

確立に向けた検討が必要である。 

最後に COVID-19 ワクチンの医療経済評価の

分析事例を調査したところ、ワクチン接種費

用と COVID-19 罹患時の医療費を設定するこ

とが多かったが、その設定法や粒度には研究

間で大きなばらつきが認められた。生産性損

失は各国の平均賃金をベースとした人的資本

法の利用が主流であった。WHO のガイドライ

ンが推奨する費用設定の方法に準拠する研究

は現時点では限定的であった。また、分析の

立場が明示されない研究やされていても捕捉

費用の範囲と合致しない等の方法上の課題が

認められた。今後、本研究で明らかとなった

課題や標準化のために具体的に必要となるデ

ータや方法を整理し、日本において社会の立

場からの分析を行う際の実践的なマニュアル

を確立する必要があると考えられた。 
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